
 

○議長（杉田雅史君） ２番 良峯喜久男君。 

○２番（良峯喜久男君） ２番良峯です。私からは、通告しております安心・安全に住み

やすい舟橋村を目指す中で、防犯対策につきまして、２点、村長の考えをお伺いいたし

ます。 

１点目は、未設置の公共施設等や各自治会の公民館施設への防犯カメラ設置のお願い

です。 

当村におきましては、平成に入りましてから急激な人口の増加が進み、平成２２年に

は３，０００人を超え、本年度９月１日現在では３，２６０名となっております。その

中で近年、これまで住民同士が地域社会で培ってきた連帯感が希薄化するとともに、今

まで舟橋村で起きなかった犯罪も見受けられるようになっております。 

当村の犯罪認知件数は、平成３０年は４件で１件摘発、令和元年・２年は５件で自転

車盗難、器物損壊などの案件です。平成２２年から防犯カメラが各公共施設等で３０台

が設置されおり、また新設された道路に防犯灯の増設などの取組が犯罪件数の抑制に役

立っていると思われます。 

当局から資料提供いただいた平成２９年２月１日現在の防犯カメラ設置場所は、小中

学校で各６台、舟橋駅周辺で１２台、会館周辺で６台の全部で３０台です。舟橋駅から

小学校、中学校周辺に集中をしております。住民の生活に必要な上水道関連施設、ふな

はし荘施設、住民の散歩コースにもなっている白岩川河川公園周辺、そして下水道施設

にも必要だと考えます。 

また、各自治会でも設置してほしいと思われているところも多いのではと考えます。

特に国重自治会は切実な問題です。７月中旬から８月中旬にかけて不審火が４件、盗難

が２件確認されており、今年に入り、ごみの不法投棄も確認されております。 

舟橋駐在所所長からアドバイスを受けて、自主防災組織で自警団を組織して、夜間の

見回りを９月末から計画されております。安心・安全な村づくりを目指す中で、住民の

不安解消のために各自治会公民館周辺にも防犯カメラの設置をお願いしたいと考えま

すが、村長の考えをお聞きします。 

次に、各市町には、自治会が設置する防犯カメラに対して、防犯カメラ設置事業補助

金交付要綱が定められております。県からの補助、警察署の補助等を調べながら、国重

自治会で防犯カメラを２台ほど設置したいと駐在所所長に相談したところ、犯罪の抑止

効果が期待でき、村の中での先進的な取組として期待したいとのお言葉をいただきまし



 

た。 

今後、他自治会からも設置したいとの要望が出てくることが考えられます。そこで、

防犯カメラ設置事業補助金交付要綱の制定をいち早くお願いしたいと思います。 

また、富山市では、自主防災組織支援事業として、安全なまちづくりのため、地域で

自主的に防犯活動に取り組んでいる組織に対し、初期装備費用や経費に対する補助金が

交付されて、自主防災組織の育成支援に努められております。 

当村は、平成２４年に自主防災組織資機材整備事業交付金要綱が定められております。

利用された自治会は、現在まで２自治会だけだと聞いております。当村の自主防災組織

の育成支援のためにも、富山市のような支援事業も必要なのではと考えます。 

私からは、１、防犯カメラの増設、そして、２、防犯カメラ設置事業に対する要綱制

定と支援事業をお願いするものです。 

犯罪を未然に防ぐことや犯罪の早期解決に向けた取組の充実を図り、安心・安全な村

づくりを進められてはと考えますが、村長の考えをお聞きします。 

○議長（杉田雅史君） 村長 古越邦男君。 

○村長（古越邦男君） ２番良峯議員さんの防犯カメラのご質問についてお答えをさせて

いただきます。 

まず、公共施設等における防犯カメラの設置台数ですが、議員ご指摘のとおり、平成

２９年２月１日以降、村では防犯カメラの新設は行ってございません。 

住民の生活に必要な各施設への設置についてでございますが、水道関連施設は非常に

重要だということで、東芦原、古海老江に１か所ずつある浄水場につきましては、必要

性が高いと考えておりますので、すぐに対処してまいりたいというふうに考えておりま

す。 

その他の施設についてでございますが、ふなはし荘は中新川福祉会、白岩川河川公園

は立山土木事務所、下水道は中新川広域行政事務組合がそれぞれ管理者としておられま

すので、そちらのほうで設置の検討をしていただくものと考えております。また、自治

会公民館も同様に各自治会管理の施設でございますので、自治会においてご検討いただ

きたいというふうにも思っております。 

それに関連してご質問ありました防犯カメラ設置事業補助金交付要綱について、お答

えさせていただきたいと思います。 

議員ご指摘のとおり、現在村には自治会が設置する防犯カメラに係る補助制度はござ



 

いませんが、自治会等に対する補助制度を設けている自治体もございますので、村内で

の犯罪発生件数等について、上市署と協議の上、他市町の事例も参考にしながら、カメ

ラの補助制度の制定について前向きに検討してまいりたいというふうに感じておりま

す。 

また、防犯に関する自主防災組織への支援につきましても、既存の自主防災組織資機

材整備補助金の適用範囲の拡大も含めまして検討してまいりたいと思っておりますの

で、ご理解を賜りますようよろしくお願い申し上げまして、答弁とさせていただきます。 

よろしくお願いいたします。 

 


